
令和９年１月以降の給与所得の源泉徴収票の提出方法の改正について 

 

 

１ 制度改正（源泉徴収票のみなし提出の特例）の概要について 

令和５年度税制改正により、令和９年１月１日以後に提出すべき

令和８年分以降の給与所得の源泉徴収票（以下「源泉徴収票」とい

います。）については、事業者の提出事務の負担軽減を目的として、

一定の事項が記載された給与支払報告書（以下「支払報告書」とい

います。）を市区町村の長に提出した場合には、税務署長に源泉徴収

票を提出したとみなされる（本紙において「源泉徴収票のみなし提

出の特例」といいます。）とともに、提出範囲が支払報告書に揃えら

れます。 

すなわち、支払報告書を市区町村に提出した場合には、源泉徴収

票を税務署へ別途提出する必要がなくなります。 

これまで、税務署には源泉徴収票、市区町村には支払報告書をそ

れぞれ提出する必要があったことから、特に源泉徴収票や支払報告

書を書面や光ディスク等で提出している事業者にとって大きな事務

負担となっていましたが、本改正により、税務署への源泉徴収票の

提出が不要となります。 

 

２ eLTAXを利用した支払報告書の提出について  

支払報告書については、給与等の受給者の住所地等の市区町村に

提出する必要があるところ、支払報告書をeLTAXにより一括提出する

ことで、提出先の市区町村へ自動的に振り分けられます。  

源泉徴収票や支払報告書を書面や光ディスク等で提出している事

業者におかれましては、源泉徴収票のみなし提出の特例を契機とし

て、eLTAXにより支払報告書を提出していただくことにより提出に係

る事務の効率化が見込まれます。  

さらに、eLTAXにより提出することで、市区町村から送付される個

人住民税特別徴収税額通知を電子データで受け取ることができ、給

与事務等の効率化に資するほか、令和９年１月以降、支払報告書に

記載された給与情報がマイナポータル連携の対象となる（注）こと

から、従業員が確定申告する際、マイナポータル連携により給与情

報が自動で入力されるため、入力ミスの心配もなく、簡単・便利に

確定申告書を作成できるというメリットがありますので、書面や光

ディスク等からeLTAXによる提出への切り替えを是非ご検討いただき

ますようお願いいたします。  

eLTAXを利用した支払報告書の提出について、詳しくは、地方税ポ



ータルシステム（eLTAX）ホームページをご覧ください。  

また、給与情報のマイナポータル連携について、詳しくは、国税

庁ホームページをご覧ください。  

（注）給与情報を正しく連携するため、マイナンバー、氏名（カナ含む）、住所、生年

月日等については、記載誤りや不備がないようご注意ください。 

 

３ eLTAXを利用した電子的提出の一元化の機能廃止について  

上記改正に伴い、支払報告書及び源泉徴収票をeLTAXにより一括し

て作成・提出する機能（以下「電子的提出の一元化」といいます。）

については、eLTAXのシステム更改が予定されていることや、現在の

電子的提出の一元化の利用状況等も踏まえ、令和８年９月をもって

廃止されることとなっております。  

また、当該機能で使用していた統一CSVレイアウトも併せて廃止さ

れることからシステム面での影響が生じるため、電子的提出の一元

化をご利用の税務ソフト等につきましては、必要な対応や設定変更

等についてご留意いただきますようお願いいたします。  

さらに、これまでeLTAXの電子的提出の一元化を利用して源泉徴収

票を税務署へ提出されていた方につきましては、今後は支払報告書

のみ市区町村へご提出いただく必要がありますので、この点につい

て関係者への周知にご協力くださいますよう、併せてお願い申し上

げます。 

 

４ 国税庁・税務署からの周知予定（参考） 

令和８年７月以降、次の（１）から（３）の周知を予定しており

ますので、顧客先・関与事業者の提出事務担当者の方に、税務署・

e-Taxから送付・配信される内容をご確認いただく旨、ご周知いただ

きますようお願い申し上げます。 

（１） 書面申告法人及び新設法人等への周知（令和８年７月以降） 

書面申告法人及び新設法人等に対して決算月別に毎月発送され

る郵送物（法人税確定申告のお知らせ）にリーフレットを同封し

ます。 

（２）源泉徴収票の書面提出者への周知（令和８年10月頃） 

源泉徴収義務者のうち、これまで源泉徴収票をe-Taxで提出した

ことがない方など、一定の者を対象に、年末調整関係書類にリー

フレットを同封します。 

（３） e-Tax利用事業者への周知（令和８年10月以降） 

e-Tax利用事業者に対して、e-Taxのお知らせ機能を利用したメ

ッセージを配信します。 


